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   安心な社会保障と強い地域経済の構築に向けた地方財政措置を求める意見書 

 国は、社会保障の充実・安定化と財政健全化の同時達成を目指し、社会保障と税の

一体改革を進めており、そのための安定財源は、消費税率の引上げを柱とする税制の

抜本的な改革により確保することとしてきました。 

 しかしながら、世界経済が需要の低迷などのリスクに直面する中で、新たな危機に

陥ることを回避するためには、関係諸国が一体となってあらゆる対策を講ずる必要が

あることから、我が国においては消費税率１０パーセントへの引上げを、平成３１年

１０月まで再延期することとなりました。 

 一方、国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の将来推計人口（平成２４

年１月推計）」の出生中位（死亡中位）推計によると、平成２４年に約１，５２３万

人であった７５歳以上の高齢者数は、団塊の世代が全て７５歳以上となる平成３７年

には約２，１７９万人にまで増加すると推計されています。 

 また、我が国は、本格的な人口減少の時代に突入し、総務省が公表した「住民基本

台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成２８年１月１日現在）」によると、前

年に対する人口減少数は約２７万人に上り、同調査を開始した昭和４３年以降最大と

なりました。 

 人口減少と高齢化が急速に進む我が国の状況を踏まえると、高齢化対策や少子化対

策などの社会保障の充実・安定化に向けた取組は、先送りできない喫緊の課題となっ

ています。 

 加えて、日本経済の底上げによる税収増を活用した社会保障の安定財源の確保と財

政健全化に向けた取組も正念場を迎えています。持続的な経済成長を実現するために

は、地方において雇用と所得を生み出し、地方からＧＤＰの押し上げを図る地域経済

の活性化に向けた取組が不可欠となっています。地域の資源や特色に着目した農林水

産業の６次産業化や魅力ある観光産業の開発など、産・学・金・官の連携による地域

産業の創造と、地方への移住促進や「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）、生

涯活躍のまちづくりなど、将来にわたって活気ある地域づくりを本格的に推進してい

かなければなりません。 

 よって、国においては、このような現状を踏まえ、全ての国民が等しく住み慣れた



地域で安心して暮らし続けることができるよう、安心な社会保障と強い地域経済の構

築に向けた地方財政措置に関し、以下の事項について取り組むことを強く求めます。 

１ 消費税率の引上げ時期の延期により、地方自治体における社会保障の充実・安定

化に向けた施策の実施に支障が生じることのないよう、所要の財源を確保すること。 

２ 保育や介護の受け皿整備、保育士や介護人材の処遇改善など、「ニッポン一億総

活躍プラン」に関連する施策について、地方負担分も含めて国の責任において適切

に財源措置を講ずること。 

３ 人口減少社会への対応という中長期的な課題に取り組む地方自治体をサポートし、

地方自治体が地域の実情に応じて自主的・自律的に地方創生を推進することができ

るよう、「まち・ひと・しごと創生事業費」を中期的に継続するとともに、「地方

創生推進交付金」についても、安定的かつ継続的に所要の財源を確保すること。 

４ 社会保障の充実・安定化に向けた施策を始め、学校教育、消防、道路・河川とい

った社会基盤の整備など、地方自治体が住民生活に密接に関連する多くの行政サー

ビスを確実に実施できるよう、地方一般財源、特に地方交付税の総額について、所

要額を確実に確保すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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